
元市民会館、福祉文化会館及び人工台地解体工事設計業務委託について
（注意事項）
１　本設計は大きく以下の内容に分けられる。

（１）元市民会館の解体
（２）福祉文化会館の解体
（３）人工台地の解体
（４）擁壁の設計及び上記（１）～（３）の解体に付帯する工事

（５）元市民会館及び人工台地解体後の広場整備に向けた仕上げ
２　設計を進める際に、仕様書に基づき確認すべき事項を以下に列記する。

【建築】
○業務計画書について

業務計画書作成要領及び各種様式について、データ送付する。

○各種図面について

各種図面及びデータで現存しているものはすべて貸与する。

○都市計画公園について

　人工台地及び北グラウンドの工事ヤードは都市計画公園内にある。解体工事や工事ヤードとしての利用について、市と協議すること。

○水路占用部分について

　敷地西側の水路上を横断する形で大階段が設置されている。解体時に占用部について、必要な手続きがないか確認すること。また、境界を確認すること。
○歩道橋について

敷地南側の府道をまたいで歩道橋が設置されていることから、元市民会館側の階段が歩道内（道路内）に納まっているのか確認すること。
また、支持している柱は敷地内と思われる。歩道橋をどこまで解体するかを福祉文化会館側等と協議し、一部存置する場合に構造的に支障ないか検討すること。
さらに、管理の状況について、大阪府がどこまでを担当しているのか調査し、封鎖の方法等について協議すること。
なお、道路の表面管理は建設管理課にて行っている。
○府道について

　府道下に水路、通路があるため、橋状の道路工作物となっている。構造物の形状を大阪府茨木土木事務所に確認し解体検討する必要がある。

○騒音及び振動の規制について

選定した解体工法及び仮設計画により、騒音規制法に基づく規制基準及び振動規制法に基づく規制基準を遵守できるかどうか検討すること。
また、敷地北側には養精中学校が隣接している。校舎内において要求される許容騒音レベルについて検討すること。検討結果により、アクティブノイズコントロールを導入する等も考えられる。

〇排水処理について
水質防止汚濁法１４条の４に基づき、汚水の公共用水域への排出又は地下への浸透の状況を把握するとともに、汚水による公共用水域又は地下水の水質の汚濁の防止のために必要な措置を考慮の上、適切な解体方法を検討すること。
○解体工法の選定について

　騒音、振動、粉じん、排水処理、コスト及び工期を考慮の上、適切な解体工法を比較検討すること。（圧砕やワイヤーソーイング等）

○土壌汚染について
　大阪府生活環境の保全に関する条例第８１条の３について、当該敷地は、過去に管理有害物質が使用された事実がないため、土壌汚染状況調査を実施しない。

○アスベストについて

　提供資料、図面及び成分調査の結果を基に、アスベスト含有材の解体設計をすること。建築用仕上塗材にも石綿含有の可能性があることから、調査対象とする。
　また、アスベスト含有材の部位、室名、種類、含有量、含有面積等を一覧にまとめること。

　大阪府生活環境の保全等に関する条例第４０条の８及び第４０条の１２の適用を受けるため、石綿濃度の測定計画を検討すること。（条例規則第１６条の１３及び第１６条の１８（測定法は平成２９年大阪府公告第１９号）（記録回数・場所は別表第９の３））
　作業実施基準についても、条例規則第１６条の１２を遵守する計画とすること。（基準は別表第９の２）
　また、石綿予防規則についても遵守できる解体計画とすること。

○工事ヤードについて

　人工台地解体時には北グラウンドからの工事車両の進入が考えられる。既存の出入り口を利用して進入できる最大の車両寸法を旋回半径から検討すること。

　北グラウンド下部には市営駐車場が設置されている。工事ヤードとして使用した場合に上載荷重に耐えられるかどうかの検討を行うこと。

　元市民会館解体時の主出入り口は、東側の噴水前を想定している。歩道の仮設切下げは工事完了後に復旧すること。
　
○仮設事務所の設置について
　設置場所について検討すること。ただし、グラウンドの使用について関係課と協議が必要。また、設置する場所が地下駐車場上部の場合は、構造検討が必要である。
○噴水及び記念碑について

　撤去又は移設について検討すること。
○擁壁について

　埋戻しに必要な擁壁を検討すること。また、埋戻し後の仕上げについて、市民会館跡地エリア活用基本構想等を踏まえ、担当課と協議すること。

【電気・機械】
○人工台地下の設備機械について

キュービクルや噴水の給水、排水設備について移設・改修について検討すること。

○元市民会館のＥＶについて

　ＥＶは定期点検を実施しているのか、解体工事の搬出ＥＶとして利用できるのか。利用できるのであれば、解体途中まで電気使用を継続し、内装解体後に廃止手続きをすることは可能か検討すること。

○電気設備について

　周囲は地中埋設となっている。発電機によるのか検討すること。
○給排水設備について

　粉じん防止用の散水等方法を検討すること。

○換気設備

　解体時の粉じん対策を検討すること。

○電気通信設備について

　解体工事中の照明等について仮設を行うこと。

　他施設との電気・通信設備について現状の確認と、撤去・移設・切替・仮設等について検討し、必要に応じて引き続き使えるようにすること。

○解体後に使用する設備について

　解体後も使用する設備（自火報含む）は、仮設・移設・切替等について検討し、引き続き使用できるようにする。（消防等と協議すること）

○PCBについて

　PCB含有機器の有無について調査すること。
○その他設備

　階上解体とする場合に上階への燃料補給ルートを確保できるよう検討すること。

○消火設備について
　元市民会館、福祉文化会館には屋内消火栓、スプリンクラー設備のほか、ハロン消火設備、移動式粉末消火設備が設置されている(元市民会館の設備撤去状況は不明)。上記設備の現状を調査するとともに、消防への必要な届出がないかを確認すること。また、ハロンガスが残存している場合は適正な処理方法について検討すること。
○消防用水について
　福祉文化会館の南東角に設置されている採水口は養精中学校プールを水源としている。この水源は消防用水(福祉文化会館もしくは養精中学校の消火用)なのか、消防水利(周辺地区消火用)なのかを確認するとともに、必要な届出がないかを確認すること。(消防用水と消防水利を兼用している可能性も有り)
また、必要に応じて建物解体時の水源確保等の対策、解体後の運用計画を検討すること。
○アスベスト飛散防止について
　ボイラーや配管エルボの保温材、フランジ部のガスケット等にアスベスト含有材が使用されている可能性がある。建築の項の「○アスベストについて」と同様に計画すること。
○フロンガス排出抑制について
空調機、冷凍機等の撤去時はフロン排出抑制法に準拠し、適正な処分を行う計画とすること。
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